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第２部の「子どもを取り巻く現状」では、各種のデータから、少子化の進行状況及び子育て

環境づくりを進める上で影響が大きいと考えられる家庭環境、地域社会、仕事と子育ての両立

の状況について、その特徴的な現状を示します。

第２部 子どもを取り巻く現状

１ 少子化の進行

(1)出生数・合計特殊出生率の推移

本県の年間の出生数は、第２次ベビーブーム期の昭和４８年の約31,800人をピークとし

て減少し続け、平成２年に20,000人台を割って以後は、増加と減少を繰り返しながら緩や

かな減少傾向となり、ここ数年は17,000人台で推移しています。

また、本県の合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当）について

も、例年全国平均は上回っているものの、昭和50年以降は低下傾向にあり、平成20年では

1.42となっています。これは、前年に比べると若干上昇しているものの、依然として人口

置換水準（人口を安定的に維持するために必要とされる水準＝2.07～2.08）を大きく下回

っています。

（厚生労働省：「人口動態統計」）

（厚生労働省：「人口動態統計」）

［ 栃木県の出生数の推移 ］
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(2)人口構成の変化

本県の人口は、平成9年9月に200万人に達しましたが、平成17年の約201万7千人を

ピークに減少傾向を示しており、今後もゆるやかに減少していくと予測されます。

また、本県の人口構成を見ると、少子化の進行により、年々、年少人口(0～14歳)の割合

が減少しています。生産年齢人口(15～64歳)の割合も平成5年をピークに減少し続けてい

ますが、反対に老年人口(65歳以上)の割合は年々増加しており、本県においても少子高齢

化の進行が顕著になっています。

（平成22年2月 栃木県総合政策部推計）

（平成22年2月 栃木県総合政策部推計）

※四捨五入の関係で合計が100％にならないものがあります。

［ 栃木県の年齢３区分別人口構成の見通し ］
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(3)少子化の背景

少子化の主な要因としては、未婚率の上昇や晩婚化の進行、理想の数ほど子どもを持とう

としない家庭の状況などが挙げられます。

本県の未婚率の推移を見ると、昭和50年から平成17年の30年間で、25歳から29歳ま

での女性については19.2％から53.3％と34.1ポイントの上昇、30歳から34歳までの男

性については13.3％から46.2％と32.9ポイントの上昇となり、結婚していない男女の割

合が大きく増加しています。

また、本県の平均初婚年齢の推移を見ると、男性が昭和55年の27.5歳から平成20年の

29.9歳、女性が昭和55年の25.0歳から平成20年の28.0歳とそれぞれで上昇しており、

晩婚化が進んでいます。

理想の数ほど子どもを持とうとしない家庭が増えている理由については、子育てや教育に

お金がかかりすぎるからといった経済的理由や、育児の心理的・肉体的負担が大きいこと、

自分の仕事に差し支えると考えていることなどが挙げられます。

これらの現状の背景には、個人の結婚観や価値観などの意識の変化と併せて、子どもを育

てていく上での経済的負担が増大していることや、根強い男女の役割分担意識や職場を優先

する企業風土の下で子育てと仕事を両立させることが依然として困難な状況にあることなど

が考えられます。

（総務省：「国勢調査」）

（厚生労働省：「人口動態統計」）

［ 栃木県の未婚率の推移 ］
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(4)少子化の影響

少子化の進行により、兄弟姉妹の数が少なくなって親の過保護や過干渉を生む要因となっ

たり、同年代の子どもや異年齢の子ども同士が一緒に外で遊ぶなどの交流機会が減少してい

ます。こうした状況によって子どもの社会性が育まれにくくなっており、子ども自身の健や

かな成長への影響が懸念されます。

また、単身者や子どものいない世帯が増加することで、地域の連帯感や人間関係が希薄化

し、子育て家庭の孤立化や地域の活力の低下なども招く恐れがあります。

さらに、国全体の生産力を支える生産年齢人口の減少により、労働力人口が減少して経済

成長が停滞する一方、高齢者の比率が増大することで、年金・医療・福祉などの社会保障制

度を支える現役世代の負担が増大するなど、社会全体に様々な影響を及ぼすことが考えられ

ます。

（内閣府：「少子化対策に関する特別世論調査」）
注：※の項目は、H21.1月調査にはない。

［ 少子化が与えるマイナスの影響 ]
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少子化問題については関心がない※

その他

学校の減少など、身近な日常生活に与える影響について

切磋琢磨し合う同年代の子どもの減少など、子どもの健全な成長に与える影響につ
いて

子育てに対する負担や社会支援のあり方など、家庭生活に与える影響について

過疎化の一層の進行など、社会の活力に与える影響について

労働力人口の減少など、経済活力に与える影響について

年金や医療費の負担など、社会保障に与える影響について

（％）

H21.1月調査(N=1,781人）

H16.9月調査(N=2,108人）
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２ 家庭環境

(1)世帯規模の縮小

本県の世帯数は、昭和55年の約49万世帯から、平成17年には約70万9千世帯へと増加

しています。

世帯数が増加した要因は、「夫婦のみの世帯」や「単独世帯」の増加であり、１世帯当た

りの人員数は減少傾向にあります。

また、「ひとり親と子どもの世帯」が増加しているのも、近年の傾向の一つです。

（総務省：「国勢調査」）

（総務省：「国勢調査」）

※一般世帯の家族類型 親族世帯：世帯主と親族関係にある者がいる世帯

非親族世帯：世帯主と親族関係にある者がいない世帯

単独世帯：世帯人員が1人の世帯

［ 栃木県の一般世帯の家族類型別割合の推移 ］
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(2)生活習慣の変化

本県の子どもの朝食の摂取状況を見ると、小学生・中学生・高校生とも大多数の子どもが

毎日朝食を食べているものの、時々食べなかったり、まったく食べない子どもも依然として

いるようです。さらに、小学生から中学生、高校生と年齢が上がっていくほど、朝食を食べ

ない子どもが増えていく傾向にあります。

また、子どもたちの家での過ごし方を見ると、テレビを見たり、テレビゲームをしたりす

る時間の長い子どもが多いことがわかります。

（栃木県：平成２０年度「本県児童生徒の体力・運動能力調査」）

（栃木県：平成２０年度「本県児童生徒の体力・運動能力調査」）
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(3)子育てについての親の意識

平成20年度に県が市町村を通じて実施した「次世代育成支援に関する実態調査」（以下「実

態調査」という。）によると、就学前児童の保護者の中で、子育てに何らかの不安や負担を

感じている人は44.0％で、前回調査時よりも7.1ポイント減りました。

子育てにおいての悩みについては、就学前児童の保護者は「子どもを叱りすぎているよう

な気がすること」や「病気や発育・発達に関すること」などで悩んでいることが多く、小学

生の保護者は「子どもの教育に関すること」や「友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること」で悩んでいることが多いことがわかります。

（栃木県：「次世代育成支援に関する実態調査」集計結果）

（栃木県：「次世代育成支援に関する実態調査」集計結果 ※平成２０年度調査）
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(4)児童への虐待

本県の児童虐待の状況を見ると、平成20年度に児童相談所及び各市町で受け付けた虐待

相談の件数は953件に達しており、前年度よりはやや減少したものの、依然として高い水

準にあります。

児童虐待が増加した主な要因としては、前述した世帯規模の縮小（核家族化の進行）や、

地域交流が希薄になったことによる子育て家庭の孤立化などが考えられます。

また、近年の虐待相談の内容を見ると、身体的虐待に加えて、心理的虐待や保護の怠慢・

拒否（ネグレクト）が多くなっています。

（厚生労働省：「福祉行政報告例」）

（厚生労働省：「福祉行政報告例」）

［ 栃木県の児童虐待相談受付件数の推移 ］
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３ 地域社会

(1)子育て家庭の相談相手

実態調査によると、子育て中の母親が子どもや子育てについて相談する相手がいるかどう

かについては、就学前児童の保護者、小学生の保護者とも、「いる」と答えた人が80％以上

に達しています。

しかし、相談相手の内訳を見ると、「親や家族」、「友人」が非常に多い一方で、「子育て

のための施設」は10％にも達しておらず、地域子育て支援拠点などの子育て支援施設が、

地域における身近な相談相手として十分に活用されていない現状がうかがえます。

（栃木県：「次世代育成支援に関する実態調査」集計結果 ※平成２０年度調査）

［ 子どもや子育てについて相談する相手の有無 ］
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(2)子どもの遊び場と居場所

実態調査によると、家の近所の遊び場について保護者が日ごろ感じていることは、「雨の

日に遊べる場所がない」が最も多く（就学前児童の保護者＝52.2％、小学生の保護者＝

44.7％）、次いで「近くに遊び場がない」が30％以上と多くなっています。

児童の放課後の過ごし方については、14～16時の時間帯では「学校にいた」児童が最も

多く、16時以降の時間帯では「（保護者や祖父母等の）家族・親族（大人）と過ごした」児

童が最も多くなっています。

また、前回調査（平成15年度調査）の結果と比べると、16時以降の時間帯で「放課後児

童クラブなど（放課後子ども教室も含む）で過ごした」児童が大幅に増えています。

（栃木県：「次世代育成支援に関する実態調査」集計結果 ※平成２０年度調査）

［ 家の近所の遊び場について日頃感じていること（３つまで選択） ］

36.3

52.2

13.7

5.5

11.2

12.6

2.8

6.5

9.7

36.0

17.2

8.0

14.4

4.0

7.6

14.1

10.2

2.7

8.9

7.2

26.1

9.0

5.0

3.9

18.7

44.7

14.3

2.6

0 10 20 30 40 50 60

近くに遊び場がない

雨の日に遊べる場所がない

思い切り遊ぶために十分な広さがない

遊具などの種類が充実していない

不衛生である

いつも閑散としていて寂しい感じがする

遊具などの設備が古くて危険である

緑などの自然が少ない

遊び場やその周辺の環境が悪くて安心して遊べない

遊び場周辺の道路が危険である

遊び場に行っても子どもと同じくらいの遊び仲間がいない

その他

特に感じることはない

無回答

（％）

就学前児童の保護者（N=16,664）

小学生の保護者（N=19,695）

［ 放課後の過ごし方（時間帯別） ］

7.7 7.7

83.6

76.1

76.4

68.8

35.0

32.2

7.7

8.1

7.7 7.7 7.7 7.7 7.7

7.2

6.8

3.1

7.7

1.8

7.7

2.8

3.1

8.0

2.9

7.7

4.6

5.2

11.0

10.4

7.7 7.7

13.0

12.2

12.3

11.6

11.6

7.7

0.8

1.7

59.6

61.6 4.8

9.9

13.7

0.2

8.5

0.3

7.8

5.1

3.7

4.5

1.7

1.3

2.8

3.4

3.2

6.1

7.6

2.0 2.6

0.9

1.9

10.3 1.5

1.2

1.4

1.5

0.9

0.9

1.0

12.6

12.1

11.9

平成15年度調査

平成20年度調査

平成15年度調査

平成20年度調査

平成15年度調査

平成20年度調査

平成15年度調査

平成20年度調査
(%)

14～16時

20時以降

18～20時

16～18時

学
校
に
い
た

放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
な
ど

家
族
･
親
族

（
大
人

）
と

ベ
ビ
ー

シ

ッ

タ
ー

な
ど
と

家
で
兄
弟
姉
妹
の

子
ど
も
だ
け
で

家
で
１
人

友
だ
ち
の
家

公
園
な
ど
で
友
達

と
遊
ん
で
い
た

児
童
館
な
ど
の

公
共
の
施
設

ク
ラ
ブ
活
動
や

地
域
活
動

学
習
塾
や
習
い

ご
と

そ
の
他

無
回
答

（栃木県：「次世代育成支援に関する実態調査」集計結果）
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(3)子どもに対する犯罪の変化

子どもを取り巻く環境が変化する中で、子どもが犯罪に巻き込まれ被害者となる事件が多

発していることに加え、その内容が複雑化しています。特に近年では、インターネットや携

帯電話の普及により、子どもの健全な育成を著しく阻害する有害サイト等を利用した犯罪に

巻き込まれる子どもが増えています。

こうした状況もあり、「不安を感じる犯罪」についての調査においても、「子どもに対する

犯罪」に不安を感じている人が70.7％と最も多くなっています。

（栃木県警察本部：平成２０年「少年非行」）

（栃木県：「栃木県政世論調査（平成２０年度）」）

［ 不安を感じる犯罪（複数回答） ］

70.7

56.8

56.0

41.1

22.2

21.8

13.7

2.9

1.1

2.6

24.7

42.1

32.6

49.2

0 20 40 60 80

子どもに対する犯罪

家に侵入する強盗、窃盗犯罪

少年による凶悪、粗暴事件

女性に対する犯罪

外国人による犯罪

高齢者に対する犯罪

屋外でのひったくりなど強盗、窃盗犯罪

薬物乱用事件

金融機関、コンビニ等に対する強盗事件

暴力団による犯罪

暴走族による犯罪

その他

特になし

無回答

（％）

［ 栃木県の福祉犯被害少年数の推移 ］

169164

144

194

107

6972
85

64

84

43

59 62 60
67

97

176

131
144 147

0

50

100

150

200

250

平成11年 平成12年平成13年 平成14年 平成15年 平成16年平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

（人）

総数 うち女子
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４ 仕事と子育ての両立の状況

(1)「女性の就業」についての意識の変化

女性就業者数は年々増加傾向にあり、本県でも昭和55年は約35万人でしたが、平成17

年には約42万人となっています。

また、内閣府の調査によると、女性が職業を持つことについて、「子どもができても、ず

っと職業を続ける方がよい」と考える人の割合が年々増加しており、仕事と子育てを両立し

ていこうとする意識が強くなっていることがわかります。

（総務省：「国勢調査」）

［ 栃木県の男女別就業者数の推移 ］

541,362 563,024 601,906 625,766 616,782 598,796

418,343

353,574 375,481
400,105

415,027 421,306

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年

（人）

女子

男子

［ 女性の職業についての意識変化 ］

5.5

6.7

6.2

7.8 10.4

9.9

10.2

10.7

33.1

37.6

40.4

43.4

37.6

36.6

34.9

33

2.7

1.1

2.3

1.4

4.3

4.2

2.8

2.3平成19年8月調査

平成16年11月調査

平成14年7月調査

平成12年2月調査

(%)

女性は職業
をもたない方
がよい

わからないその他

子どもが大き
くなったら、再
び職業をもつ
方がよい

子どもができ
ても、ずっと
職業を続け
る方がよい

子どもができ
るまでは職
業をもつ方
がよい

結婚するま
では職業をも
つ方がよい

（内閣府：「男女共同参画社会に関する世論調査」）
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(2)理想と現実のギャップ

国立社会保障・人口問題研究所の調査によると、第１子出産前後の女性の就業経歴につい

ては、出産を機に退職している女性の割合が増加しており、女性の仕事と子育ての両立への

意欲は高まっているものの、現実は、就労と出産・子育ての二者択一となっている状況が未

だ多いことがうかがえます。

また、実態調査によると、「仕事時間」と「生活時間」の優先度については、就学前児童

及び小学生の保護者とも、「家事（育児）時間を優先したい」と希望している人が約６割と

最も多く、「仕事時間を優先したい」と希望している人は１割にも達していませんでしたが、

現実は、「仕事時間を優先する」人が約４割となっており、仕事と家庭・子育てのバランス

の実現が希望どおりにはできていない人が多いことがわかります。

（国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査」）

（栃木県：「次世代育成支援に関する実態調査」集計結果 ※平成２０年度調査）

［ 「仕事時間」と「生活時間」の優先度 ］

41.6

9.0

33.9

7.2

42.9

57.9

56.1

61.4

18.1

20.9

2.8

2.4

12.3

12.2

7.9

8.0

1.0

0.8

2.1

1.4

現実（N=17,897）

希望（N=17,891）

現実（N=15,299）

希望（N=15,304） (％）

仕事時間を
優先

その他
プライベート時間
を優先

家事（育児）時間
を優先

無回答

就学前児童
の保護者

小学生
の保護者

［ 第１子出産前後の妻の就業経歴（子どもの出生年別） ］

5.1 8.0 10.3 13.8

19.9 16.4 12.2
11.5

35.7 37.7 39.5
41.3

32.3 32.0 25.2

4.7 5.7 6.1 8.2

34.6

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1985-89 1990-94 1995-99 2000-04

＜子どもの出生年＞

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし） 出産退職 妊娠前から無職 その他・不詳
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(3)保護者の職場環境

①労働時間の推移

本県の総労働時間数は、平成元年以降は減少傾向にありましたが、近年は横ばいで推移し

ています。平成19年の総労働時間数は全国平均が1,850時間、本県が1,937時間でしたが、

本県は恒常的に全国平均を上回っており、近年その格差がやや拡大傾向にあります。

男性の常用雇用週35時間以上労働者に占める週60時間以上の労働者の割合を年齢別に見

ると、親として子育ての大切な時期にあたる20代後半から40代前半の男性に長時間労働を

している人が多いことがわかります。

（厚生労働省：「毎月勤労統計調査（事業所規模30人以上）」）

（総務省：「国勢調査」）

［ 労働時間の推移 ］

2,088

2,052

2,016

1,972

1,909
1,919

2,137

2,051

1,993
1,975

1,948
1,962 1,967

1,951
1,930

1,868

1,915
1,894

1,904
1,926

1,946
1,924 1,926 1,937

1,898

1,866
1,841

1,823

1,780 1,772 1,772 1,774
1,750 1,742

1,709
1,720 1,714

1,700 1,700
1,691 1,680 1,687 1,690

1,921

1,886

1,846
1,830

1,729

1,8461,848
1,837

1,859
1,879

1,900
1,904

1,913

1,842 1,840 1,829 1,842
1,850

2,105

1,754
1,742 1,745

1,759
1,775

1,789
1,8121,8071,807

1,829

1,753

1,732
1,740 1,748

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

H元 H２ H３ H４ H５ H６ H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

（時間）

総労働時間数（全国） 総労働時間数（栃木県）

所定内労働時間数（全国） 所定内労働時間数（栃木県）

［ 栃木県の男性 常用雇用週３５時間以上労働者に占める週６０時間以上労働者の割合(年齢別） ］

16.0

8.6

14.3

18.6

21.7

20.2

17.6

14.6

12.5

10.1

7.9

5.4

15.5

9.0

13.7

17.2

19.2
20.0

18.2

15.8

12.5

9.9

7.6

6.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

総数 １５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上

（％）

平成１２年

平成１７年
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②子育てに配慮した勤務制度の整備状況

子どもを育てながら働く従業員に配慮した勤務制度については、「勤務時間短縮制度」や、

「所定外労働時間の免除」、「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」、出産を機に退職した従業

員の「再雇用制度」など、各企業によって様々な制度があります。

しかし、それらの制度の整備率を企業の規模別に見ると、大企業においても「勤務時間短

縮制度」を整備しているのは53.9％と全体の半数ほどであり、「所定外労働の免除」など他

の制度については、整備している企業は半数にも達していません。さらに、中小企業及び小

規模企業になると、大企業に比べてどの制度についても整備率が大きく下回っており、仕事

と子育ての両立を支援する体制が企業においてまだ十分に整備されていない状況がうかがえ

ます。

（栃木県：「平成２０年労働環境等調査」）

［ 子育てに配慮した勤務制度の整備状況（大企業） ］

12.3

29 .2

16 .5

32 .1

22 .2

4 .5

39 .5

42 .4

9 .1

46 .1

87 .7

70 .8

97 .9

83 .5

67 .9

77 .8

95 .5

60 .5

57 .6

97 .1

90 .9

97 .9

2 .9

2 .1

2 .1

53 .9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務時間短縮制度

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

育児に要する経費の援助措置

再雇用制度

所定外労働の免除

転勤・配置転換の際の配慮

職業家庭両立推進者の選任

配偶者の出産休暇制度

子を看護するための休暇制度

事業所内託児所の設置

休業中の手当等の支給（公的給付を除く）

その他

ある

ない

［ 子育てに配慮した勤務制度の整備状況（中小企業） ］

4.3

15 .0

11 .2

13 .0

6 .7

1 .6

13 .0

13 .0

1 .6

74 .8

95 .7

85 .0

98 .6

88 .8

87 .0

93 .3

98 .4

87 .0

87 .0

98 .8

98 .4

99 .4

25 .2

1 .4

0 .6

1 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務時間短縮制度

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

育児に要する経費の援助措置

再雇用制度

所定外労働の免除

転勤・配置転換の際の配慮

職業家庭両立推進者の選任

配偶者の出産休暇制度

子を看護するための休暇制度

事業所内託児所の設置

休業中の手当等の支給（公的給付を除く）

その他

ある

ない

［ 子育てに配慮した勤務制度の整備状況（小規模企業） ］

1.3

6 .3

5 .8

6 .3

2 .9

0 .0

5 .0

6 .3

1 .3

87 .1

98 .8

93 .8

99 .6

94 .2

93 .8

97 .1

100 .0

95 .0

93 .8

100 .0

98 .8

100 .0

0 .0

0 .0

0.4

12 .9
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勤務時間短縮制度

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

育児に要する経費の援助措置

再雇用制度

所定外労働の免除

転勤・配置転換の際の配慮

職業家庭両立推進者の選任

配偶者の出産休暇制度

子を看護するための休暇制度

事業所内託児所の設置

休業中の手当等の支給（公的給付を除く）

その他

ある

ない


